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私たちの生活を一変させた、
世界的な新型コロナウイルスの感染拡大。

ー 投資のトレンドがシフトする

そのような中、いま、気候変動等の
“地球規模の問題” が、
改めて意識されています。

ＤＷＳは、
新しい資源への世界的な転換
“グローバル・シフト” に
注目しています。



ＤＷＳ 新資源
テクノロジー・ファンド

食糧

クリーン
エネルギー

生活基盤
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出所：各種資料を基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成
※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
※上記はイメージです。

●COP26：国連が主催する気候変動に関す
る国連枠組条約の会議で、COP3の京都議
定書、COP24のパリ協定に続き、気候変動
対策を中心に議論

●欧州発のグリーン・ディール政策や米国の環
境インフラ政策推進

_ 等
マクロ環境の

変化
●太陽光や風力による発電コストの低下

●RE100：企業が自らの事業の使用電
力を100％再生エネルギーで賄うことを
目指す国際的なイニシアティブ

等

●各国政府や企業のESG/SDGsに対する
意識の高まり

●投資家が企業等に対しESG/SDGsへの
取組みを求める動き

等

ミクロ環境の
変化

ESG/SDGs
の流れ

グローバル・シフトを加速する
3つの変化



マクロ環境の変化 ～政策の追い風～

新型コロナウイルスのパンデミックの発生以降、今後起こりうる世界的なリスクへの対応の必要性が、あらゆる国・
地域で再認識されることとなりました。
そして今、人々の生存に関わり、国際社会が協調して取り組むべき重要な課題として気候変動が強く認識されてお
り、欧米を筆頭に世界各国が脱炭素に向けたこれまでにない大規模な政策を推進しはじめています。

～環境政策に重点を置く成長戦
略と復興戦略～
 2050年までにEU域内の温室効果ガス
排出量をゼロにする「欧州グリーン・ディー
ル」を最優先政策に。今後10年で官民
で、少なくとも1兆ユーロ規模の投資を行
う計画を発表。

 欧州委員会は、経済復興策としてもグ
リーン投資を活用し、欧州復興基金の一
部の資金も拠出。

～バイデン大統領主導で一躍環
境大国に～
 8年間で2.25兆米ドルを投資し、インフ

ラの刷新や水道などの更新、クリーンエネ
ルギー網の整備などを計画。

 大統領就任後にパリ協定に即日復帰。
発電分野については、2035年までに二
酸化炭素排出をゼロの方針。

 英グラスゴーで開催のCOP26に参加し
世界の気候変動関連の議論リード

欧州 米国

出所：各種資料を基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成
※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。 / 4

マクロ環境の
変化



_

ミクロ環境の変化 ～新資源の台頭～

新資源は様々な場面でその存在感が増してきています。
その一つの例が、再生可能エネルギーの発電コストの低下です。
エネルギー源別の発電コスト（新規導入分）を比較すると、2019年時点の再生可能エネルギーの発電コストは、
既に化石燃料と同等もしくはそれ以下の水準（グリッドパリティ）まで低下しています。
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ミクロ環境の
変化



ESGとSDGsの流れ

世界的にESGに対する意識が高まっており、責任投資へのコミットメントを表明するイニシアティブ、国連責任投資
原則（PRI）に署名する機関投資家の数は年々増加傾向にあります。
世界のESG資産の運用高についても、2016年から2018年までの2年間で約1.3倍に増加しており、責任投資
への動きは無視できないものとなっています。

/ 6

世界のESG資産運用残高*の推移

2年間で
1.3倍

国連PRIの署名機関数の推移

出所： The PRI、 Global Sustainable Investment Review 2018、各種資料を基にドイチェ・アセット・マネジメント㈱が作成
※データは記載時点のものであり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

*米国、欧州、カナダ、日本、オーストラリア・ニュージーランドの合計

ESG/SDGs
の流れ



投資テーマ① クリーンエネルギー
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投資テーマ② 生活基盤
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投資テーマ③ 食糧
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クリーンエネルギー
地球環境に優しい再生可能エネ
ルギー等に関連する企業、二酸
化炭素排出削減技術・省エネル

ギー等に関連する企業

生活基盤
水の供給や処理、輸送・移動手
段等の生活インフラに関連する企

業

食糧
生産性を向上させる農業技術等
に関連する企業、養殖・食品加

工等の企業

当ファンドは、DWS 新資源テクノロジー・マザーファンドへの投資を通じて、世界各国の株式
等に投資を行い、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

グローバルな需要のシフト（変化・増大）に対応するため、注目される「３つのテーマ」に関連する
事業を有し、成長が見込まれる世界各国の企業の株式を中心に投資を行います。



_

＜騰落率＞
2021年9月30日時点

【2007年8月31日（設定日）～2021年9月30日、日次】

【2021年9月30日時点】
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DWSグループは1956年にドイツで設立され、約8,592億ユーロ（約112兆8,645
億円）*1の運用資産を有する世界有数の資産運用会社です。23カ国の資産運用
拠点では約900名の運用プロフェッショナル*1によって主要な資産クラスがカバーされて
います。DWSはその強固な運用体制を基盤として、すべての主要な資産クラスへのア
クセスと成長トレンドを的確に捉えた資産運用ソリューションを提供します。
本国ドイツ国内の個人向け投資信託市場においては、最大の市場シェアを誇ります。

パッシブ 25％

オルタナティブ 12％
アクティブ・株式 13%

アクティブ・
債券
26%

アクティブ・マルチアセット 7％アクティブ・システマティック
&クオンツ運用 9％

現金 8％

約8,592億
ユーロ

（約112兆8,645億円*1）

＊1 2021年6月末時点 換算レート：1ユーロ＝131.36円／億円未満四捨五入
出所：DWSインターナショナルGmbH＊2 2021年5月時点

出所：ドイツ投資信託協会、運用資産残高ベース
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原則として、販売会社の営業日の午後3時までに購入申込み・換金申込みが行われ、
販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。
ただし、フランクフルト証券取引所の休業日またはフランクフルトの銀行の休業日には、
受付を行いません。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
購入単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。

信託設定日（2007年8月31日）から無期限
ただし、残存口数が10億口を下回ることとなった場合、受益者のために有利である
と委託会社が認める場合またはやむを得ない事情が発生した場合には、信託を終了
させていただくことがあります。
原則として毎年1月15日、4月15日、7月15日及び10月15日（休業日の場合は
翌営業日）とします。
年4回の毎決算時に、信託約款に定める収益分配方針に基づいて行います。ただし、
分配対象額が少額の場合には、分配を行わないことがあります。
（注）将来の分配金の支払い及びその金額について保証するものではありません。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額
換金単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。

原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社においてお支払い
します。
課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用は
ありません。
原則として、分配時の普通分配金並びに換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）
に対して課税されます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。
（注）法人の場合は税制が異なります。税法が改正された場合等には上記の内容が
　　　　 変更されることがあります。

申込締切時間／
購入・換金申込
受付不可日

信託期間／
繰上償還

決算日

収益分配

換金代金

課税関係

/ 14D-211115-1


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15

